特別児童扶養手当受給者資格の認定に関する審査基準

特別児童扶養手当等の支給に関する法律（以下「法」という。）に基づく、特別児童扶養手当受給資格の認定に関する審査に当たっては、法の規定のほか、特に以下の点に留意して行うものとする。

１　受給者について

(1)　父母以外の者が支給対象者となるのは、障害児に父母がないか、又は父母があってもそのいずれもが監護しない場合に限られること。

(2)　「監護する」について、主として精神面から障害児の生活について種々配慮し、物質面から日常生活において児童の衣食住など面倒を見ている場合をいうものであること。

親権の有無を問わず、また、同居を要件としない。

同居の場合は、原則として監護しているとするが、別居の場合は、例えば、定期的な訪問、手紙、電話等のやりとり、仕送り等があれば監護しているものとし、監護の有無を証明するには、本人の申立書及び民生委員、児童委員、学校長、寄宿舎の長、雇用主等の証明書を徴すること。

(3)　「養育する」について、監護のほか、同居及び生計維持の要件が加わるものであること。

「同居」とは、起居をともにしていることをいい、原則として住民票を一にしていることや生計同一関係にあることで判断される。同居か否かは、主観的でなく、住民票や日常生活から客観的に判断すること。例外的には、住民票を一にしている場合にも同居していない場合や、住民票を異にしていても同居していると見られる場合もあるが、社会通念に照らし、判断すべきである。

なお、障害児が勉学のため、寮、下宿等に居住する場合でも、その寮、下宿等が養育者の住所に近接する地にあり、休暇以外にもしばしば帰宅している事実があれば同居と解し、生計維持関係があれば手当の支給対象となる。

(4)　「その生計を維持すること」について、障害児の生計費のおおむね大半を支出している場合である。

生計維持のための資金は、必ずしも自分が稼いだものである必要はなく、養育者たるべき者が他から仕送りを受けたり、生活保護法における生活保護金品を受けた者でも生計維持されているとする。ただし、障害児の所有に属する金銭や生活保護金品（世帯分離の場合）が障害児の生計費の主たる部分を占めている場合には、生計維持しているとはしない。 

(5)　「主として当該障害児の生計を維持する者」について、父及び母がともに監護している場合において、例えば父が勤めに出て、母が家で家事にたずさわっているような場合には、父が主として生計を維持しているとみることができる。また、共稼ぎの場合には、一応収入の多い方を主として生計を維持する者とみることになる。

(6)　児童福祉施設の長その他職員は、法第３条第１項の養育者として取り扱わず、また、児童福祉施設（母子寮、保育所及び知的障害児通園施設を除く。）に児童福祉法第２７条第１項第３号の規定によって入所させられている障害児及び少年院等に収容されている障害児の母は、当該障害児を監護しないものとして取り扱うこと。

(7)　児童のみの世帯等で障害児を養育しているものが未成年者である場合でも、障害児を養育している実態があればこれを養育者として取り扱って差し支えないものであり、その養育の実態があれば意思能力があると認められるので、申請または支払においては、必ずしも法定代理人、指定受取人等をたてる必要はない。

(8)　手当の支給対象となる外国人は、次に該当するものであること。

①　外国人登録法第２条第１項に規定する外国人であって、同法に基づく登録を行っているものであること。

②　次に掲げる者でないこと。

ア　在留資格が出入国管理令（以下「入管法」という。）第４条第１項第４号に該当する者（観光、保養、スポーツ、親族の訪問、見学、講習又は会合への参加、業務連絡その他これらに類する目的を持って、短期間本邦に滞在しようとする者）

イ　在留資格が入管法第４条第１項第９号に該当する者（本邦で演劇、演芸、演奏、スポーツその他の興行を行おうとする者）

ウ　ア及びイ以外の者で、在留資格が短く、生活の根拠が日本国内にあると認めがたい者。なお、入管法第１８条の２の規定による一時庇護のための上陸の許可を受けている者等についても、在住者の意志、生活実態等を考慮して、上記に準じること。

２　支給対象障害児について

障害児に係る法第２条第１項の障害の認定は、別紙「障害児の障害の認定基準」により行うこと。

別紙

障害児の障害の認定基準
１　法第２条第１項にいう「障害の状態」とは、精神又は身体に政令別表第３に該当する程度の障害があり、障害の原因となった傷病がなおった状態又は症状が固定した状態をいうものであること。

なお、「傷病がなおった」については、器質的欠損若しくは変形又は後遺症を残していても、医学的にその傷病がなおれば、そのときをもって「なおった」ものとし、「症状が固定した」については、症状が安定するか若しくは回復する可能性が少なくなったとき又は傷病にかかわりなく障害の状態が固定したときをいうものであり、慢性疾患等で障害の原因となった傷病がなおらないものについては、その症状が安静を必要とし、当面医療効果が少なくなったときをいうものであること。

２　政令別表第３に定める障害の程度は、国民年金法による障害程度の１級及び２級に相当するものであること。

３　内科的疾患に基づく身体の障害及び精神の障害の程度の判定に当たっては、現在の状態、医学的な原因及び経過、予後等並びに日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度等を十分勘案し、総合的に認定を行うこと。

(1)　１級

政令別表３に定める「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度」とは、精神上若しくは身体上の能力が欠けているか又は未発達であるため、日常生活において常に他人の介助、保護を受けなければほとんど自己の用を弁ずることができない程度のものをいうものであること。

例えば、身のまわりのことはかろうじてできているが、それ以上の活動はできないもの又は行ってはいけないもの、すなわち病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむねベッド周辺に限られるものであり、家庭内の生活でいえば、活動の範囲が就床病室内に限られるものであること。

(2)　２級

政令別表３に定める「日常生活が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度」とは、他人の助けを借りる必要はないが、生活は極めて困難であるものをいうものであること。

例えば、家庭内の極めて温和な活動はできるが、それ以上の活動はできないもの又は行ってはいけないもの、すなわち、病院内での生活でいえば、活動の範囲がおおむね病棟内に限られるものであり、家庭内の生活でいえば、活動の範囲がおおむね家屋内に限られるものであること。

４　障害の認定は、特別児童扶養手当認定診断書及び特定の傷病に係るエックス線直接撮影写真（以下「診断書等」という。）によって行うが、これらのみでは認定が困難な場合には、必要に応じ療養の経過若しくは日常生活状況等の調査又は必要な検診等を実施したうえ適正な認定を行うこと。

５　障害の程度について、その認定の適正を期するため、必要な場合には期間を定めて認定を行うこと。

(1)　障害の程度について、その状態の変動することが予測されるものについては、その予測される状態を勘案して認定を行うこと。

(2)　精神疾患（知的障害を含む。）、慢性疾患等で障害の原因となった傷病がなおらないものについては、原則として当該認定を行った日からおおむね２年後に再認定を行うこと。

(3)　その他必要な場合には、(2)にかかわらず適宜必要な期間を定め再認定を行うこと。

なお、この場合は、過去の判定経歴、年齢、育成医療等の受療状況など、障害程度の変動の可能性等を十分に勘案して再認定期間を定めること。

(4)　再認定を行う場合は、次に掲げる事項を記載した通知書を当該受給者に対し交付することにより行うこと。

①　受給資格の認定期間

認定の始期及び終期の月を記載すること。

②　認定期間後も引き続いて手当をうけようとする場合の手続き

診断書等の提出期限（認定の終期の月）及び提出先を記載し、その提出を求めること。

なお、この場合の診断書等の診断年月日は、原則として提出期限の月又はその前月中のものであること。

６　各傷病についての障害の認定は、別添１により行うこと。

なお、ヒト免疫不全ウイルス感染症に係る障害認定については、別添２に定める事項に留意して認定を行うこと。

なお、障害の認定に係る診断書等について、次の点に留意すること。

(1)　障害児が身体障害者福祉法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳（以下「手帳」という。）の交付を受けているときは、当該手帳に記載されている障害名及び等級表による級別によって障害の程度が政令別表第３の各号のいずれかに該当することが明らかと判定できる場合は、診断書を添付させることに代えて、特別児童扶養手当認定請求書に手帳に記載されている障害名及び等級表による級別並びに手帳番号を記入せしめ、これによって認定しても差しつかえないものであること。

なお、認定に当たって障害の内容等について承知する必要がある場合には、都道府県又は指定都市の手帳関係事務主管課で保管する「身体障害者診断書」によること。

(2)　障害児が療育手帳の交付を受けているときの取り扱いについては、障害の程度が「Ａ」と記載されているものは、政令別表第３の１級に該当するものとして認定してさしつかえないこと。

なお、この場合には、特別児童扶養手当認定請求書の備考欄にその旨記入すること。

(3)　提出された診断書等だけでは、認定の可否を決定することができないため、法第３６条第２項による再診を必要とする場合には、次により行うこと。

①　再診を要する場合

診断書等に所要事項がすべて記載されているが、その記載のみでは障害の程度及び状態を的確に認定することが困難な場合であること。

②　再診を委託する医療機関

官公立病院（療養所）又はこれに準ずる医療機関であって、障害の診断に必要な諸検査の設備が完備されているものであること。

③　再診を要すると認めた場合の再診の取り扱い

ア　要再診者に再診を受けるべき旨の通知書を送付すること。

イ　当該医療機関に再診を依頼する旨の通知書を送付すること。この場合あらかじめ当該医療機関と連絡のうえ、再診が円滑に実施されるよう留意すること。

ウ　要再診者が重症等の理由によって、指定した日時に当該医療機関に出頭できない場合には、受診可能日を報告させ、これに基づいて再診日時を変更したうえであらためて前二号の措置をとること。

エ　再診により作成された診断書は、当該医療機関から直接都道府県児童福祉所管課に直送させること。

(4)　精神の障害に係る認定診断書は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定する精神保健指定医、精神保健福祉センターの医師、児童相談所若しくは知的障害者更正相談所の医師又は精神科の診療に経験を有する医師の作成した診断書により行うこと。

